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会津若松市のご紹介

地理
福島県の西部に位置しており、磐梯山や猪苗代湖など
豊かな自然に囲まれた、自然景観に恵まれたまちです
 

歴史
古事記や日本書紀などにも「相津」と記され、東と北の
出会う重要な接点として位置づけられています。また、
会津は、戊辰の戦いによって武家支配が終焉を迎える
まで、中央と地方（奥州）との政治勢力が拮抗する一大
拠点でした。
 

産業
国内有数の観光産業
酒、漆器等の地場産業
ＩＣ関連の最先端産業
ＩＴ関連産業の創設

大学
平成５年開学の会津大学
先進のソフト・ハードウェア・サイエンティスト養成を目的
コンピュータと英語教育に特徴



OpenOffice.org導入検討から
実施までの経過１

● ２００３年２月
　OpenOffice1.1.2から試用・評価を開始

● ２００５年８月
　PowerPointの代用として庁内での使用を奨励

● ２００６年２月
　IPAの自治体OSS活用実証事業の成果報告か
ら全庁的な導入に向けた検討を開始

● ２００７年６月
　「OSSの活用事業」を行政評価に提案
　（当面OpenOffice.orgの全庁導入を進める）



OpenOffice.org導入検討から
実施までの経過２

● ２００７年７月
　庁内電子掲示板で職員からの意見を聴取

● ２００７年８月～
　庁内全パソコンにOpenOffice.org2.2.1を導入

● ２００８年５月～
　職員研修開始
　集合研修（初級者向け：延べ389人受講）
　ｅラーニング研修（中級者以上：178人受講）

● ２００８年１０月～
　オフィスソフトをOpenOffice.org2.4.1に統一



OpenOffice.org導入検討から
実施までの経過３

● ２００８年１０月～
　更新パソコン（２４０台）からOpenOffice.orgの
みを実装

● ２０１２年までにOpenOffice.orgのみ実装を全体
の８５％程度まで拡大する見込み
⇒2009年　更新なし
⇒2010年　480台更新
⇒2011年　120台更新

● 以降、継続してソフトウェア代は抑制される



コストメリットの考え方

●無償のソフトウェアを導入すると、必ず
経費削減できるか？

● ソフトウェア代＝無料
● 導入コスト＝？
● 教育コスト＝？？？
●維持管理コスト＝？？？
●移行コスト＝？？？？？？？



コストメリットの考え方
導入経費の削減（当市の場合）

● ソフトウェア代削減
⇒約1,500万円（1,750万円×85%）※15%併用
　　　　　　※1,750万円＝840台×60ヶ月（ﾘｰｽ）

● パソコンのインストール・環境設定・設置
従来より職員が対応（人件費のみ）
※通常業務として対応しているため、事業費とし
ての計上は無い
（自動化ツールなどを活用し、作業を効率化）

● ベンダー等に委託する場合は・・・



コストメリットの考え方
教育コスト（当市の場合）

● 職員研修など⇒職員が対応
※通常業務として対応しているため、事業費とし
ての計上は無い

● 実績（5～8月）
集合研修：講師１名（＋アシスタント２名）
　3名×延べ41回×2.5時間
eラーニング教材：500ﾕｰｻﾞ分（@800円程度）

● ベンダー等に委託する場合は・・・・・



コストメリットの考え方
維持管理コスト（当市の場合）

● ﾍﾙﾌﾟﾃﾞｽｸ、ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ管理など⇒職員が対応
※通常業務として対応しているため、事業費とし
ての計上は無い

● 実績（5～9月）
ヘルプデスク⇒専用掲示板（ﾌﾘｰCGI）を開設
（質問数：31件、ﾌｧｰｽﾄｺﾝﾀｸﾄ平均：約１h10m）
バージョン管理⇒年１回程度バージョンアップ
（10～11月にVer2.2.1⇒2.4.1に統一）

● ベンダー等に委託する場合は・・・・・・・



コストメリットの考え方
移行コスト（当市の場合）

● 資産移行⇒職員が対応
※通常業務として対応しているため、事業費とし
ての計上は無い

● 基本的な考え方
新規作成、既存資産の更新時にODFにする
閲覧だけの資産は移行しない（ﾋﾞｭｰｱ等で対応）

● 無理な移行はしない
国・県など外部とのやり取りで形式が指定される
もの、マクロの移行が困難なもの、システム連携
があるものなどは、従来のｵﾌｨｽｿﾌﾄを継続

● ベンダー等に委託する場合は・・・・・・・・



コストメリットの考え方
当市の場合

● 無償のソフトウェア導入で、経費削減はできる
（事業費計上＝０円）

● 初期コスト　　　　＜　ソフトウェア代
（人件費を含む）　　　（恒久的に無料）

● オフィスソフトのUI、文書形式の変更
⇒職員教育、ヘルプデスク対応は必要
※OpenOffice.orgも商用オフィスソフトも同様

● 費用対効果を考えて、オフィスソフトを”選択が
できること”が最も望ましいこと



ODFに期待する効果１

● 文書の電子化を進める上で・・・
⇒長期保存の文書を将来にわたって閲覧する
術は保障されているのか？

● ODFの実体
⇒XMLファイルと画像ファイルなどがZIP圧縮さ
れている
⇒ZIP解凍すれば汎用エディタでもXMLファイル
の記述は読める

● 「オープンな標準」仕様であること
⇒誰でも表示用ソフトなどが作成できる



ODFに期待する効果２

● ＯＤＦ：OpenDocumentFormat（ISO/IEC26300）
ISO（国際標準化機構）が標準規格として認定す
るオフィスソフトウェアの文書保存形式

● 2008年10月現在、実際にオフィスソフトで利用可
能なISO標準規格の文書保存形式⇒ＯＤＦ

● 文書保存形式の標準化
⇒機能や費用対効果によってオフィスソフトを
”選択する”ことが可能に

● 市との文書のやり取りに、無償のソフトウェアが
”選択できる”なら、市民にもメリットがある



取組みの現状と課題１

● 商用オフィスソフトの機能を、そのまま
OpenOffice.orgに求めることには無理がある
⇒実務に耐えるかの評価で検討すべき
　（機能不足を許容する柔軟性は必要）

● OpenOffice.orgの機能不足、非互換の課題
～具体例～
①レイアウトずれ⇒行数、文字数を固定しない
②罫線で点線（破線）が使えない
　　　　　　　⇒線種を代替、図形描画を活用
③マクロ互換性（マクロ使用自体課題だが・・・）
　　　　　　　⇒移植作業（新版では互換性向上）



取組みの現状と課題２

● 商用オフィスソフトを使わないことの課題
～具体例～
①OCRBフォントがない！⇒代替フォント作成
②WEBコントロールがない！⇒配布版を入手

● １０月～１１月パソコン更新
⇒OpenOffice.orgのみの環境は、職員からどのよ
うに評価されるか・・・・
(年度末までにアンケート実施予定)

● 市サイトからの情報提供
⇒http://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/ja
/shisei/torikumi/ooo/index.htm



取組みの現状と課題３

● 導入経費削減の状況は？
⇒実費負担は研修教材の購入のみ（42万円）

● 人件費のみで事業予算を計上していない部分
⇒時間外勤務などの増加が無い
　　　　　　　　　　＝（今のところ）実費負担ゼロ
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ＯＳＳの積極的な活用に向けて

● 当市のOSS活用実績
⇒独自ｼｽﾃﾑ開発にPHP、Rubyなどを活用
⇒Zope/Ploneを活用した市サイトの構築・運用

● システム導入手順標準化（2008～）
⇒実施計画の評価において、OSS活用を優先
⇒調達仕様書への明記
　「OSSを積極的に活用」
　「公的財産としてOSSライセンス適用を優先」

● OSSの活用による地元産業の振興、参入促進
● 政府機関の積極的な対応に期待
⇒まずは選択肢としてODFの採用を！
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